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「女性・高齢者等新規就業促進プロジェクト」業務プロポーザル
参加申込書
　「女性・高齢者等新規就業促進プロジェクト」業務プロポーザル実施要領に基づき、以下のとおりプロポーザルへの参加を申込みます。また、下記事項に相違ないことを誓います。
記
１　新潟県内に本社、支社、営業所、事務所等を有するなど、県と迅速かつ具体的な連絡・調整が可能な体制を備えていること。
２　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること。
３　会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続き開始の申立てがなされた者であっても、更生計画の認可が決定された者又は再生計画の認可の決定が確定された者を除く。）であること。
４　会社法（平成17年法律第86号）第475条若しくは第644条の規定に基づく清算の開始又は破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。
５　新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第２条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。
６　新潟県の県税の納税義務を有するものにあっては、当該県税の未納がない者であること。
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